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事実の客観的認識ということについて
一教育社会学からみた学校経営学の問題一
福岡教育大学油布佐和子
はじめに
三つ子の魂百までとはよく言ったもので、生来の粗忽さは治しょうがないらしい。編集委員会
から原稿依頼があったとき、それを二つ返事で、引き受けてしまった。学校経営学を専門とする何
人かの先生とは学会等で顔馴染みであったこと、論文を参照させていただいたり、ご意見やご批
判をいただいたりしていたことなどから、学校経営学は、私の専門とするところと極めて近似し
ていると早合点をし、「勉強の機会が増えたJくらいに考たせいである。
ところが、今固執筆に先立って、手元にあるいくつかの学校経営(教育経営〉の論文及び『学
校経営研究J第17巻、 18巻を拝読したところ、これまで私なりに理解していた(というよりは思
い込んでいた〉範囲をはるかにこえて議論が展開されていることに初めて気づき、樗然としてし
まった。さらに、今回のテーマは隣接諸科学から見た学校経営学ということで、教育社会学の立
場から意見を求められている。教育社会学を代表して意見を述べる資格があるのかどうか、これ
また甚だ心もとない。まさしく、後悔先に立たずである。
とはいっても、いまさら辞退するわけにもいかない。専門的かつ詳細な学校経営学上の議論は
様々にあるだろうが、幸いなことに、学校の内部構造と過程、とりわけ教員集団に焦点づけたそ
れは、学校経営学にとっても研究上、重要課題の一つようである。そしてそれはまた、私がこれ
まで主に研究対象として取り組んできたものでもある。そこで、非常に限定された意見になるこ
とをご了承していただいた上で、いくつか学校経営学に対する疑問点を述べさせていただこうと
思う。
1 .実証研究について
すでに1960年代の先駆的著書には、学校運営を民主化し効率的に運営していくために、個別学
校を単位として、教師集団の体制、とりわけ職員会議の改善や教師集団主体の形成、教職員の意
思形成が必要であることが繰り返し述べられ、また、学校経営学は可能な限り、これらの実態を
客観的に認識するところから始まると指摘されている。つまり学校経営学は、その主たる対象を
学校組織や教員集団におき、その実証的研究を行うものと理解される。
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ところで、 30年も前のこうした指摘、とりわけ「客観的認識Jというその後半部分は、その後
果たしてどの程度解明され、どの程度の研究蓄積を生んでいるのだろうか。これが、まず第一に
浮かんだ疑問である。
教育社会学では、インプットーアウトプットモデルで、は説明がつかない問題が存在することか
ら、 80年代に「新ししづ教育社会学の影響を受け、従来ブラックホーノレとされていた学校の内部
過程が研究対象として注目を集めた。当時、近接分野も含めて学校の内部構造及び内部過程の実
証的先行研究を検討したことがあるが、そうした研究は非常に数が少なかったことを記憶してい
る。またその後、学校の内部過程の解明が急速に進んだという話も関かない。
学校経営学においても、分析すべき課題が繰り返し提起されるだけで、実証研究の蓄積はそう
進んではいないようである。未だ戸口に立ったまま、中に入ることをためらっているような印象
を免れないのだが、どうであろうか。
第二に、実証的研究が行われる場合でも、その対象や解釈のありかたに疑問がある。
学校経営学では、実態を把援するといっても、全体をありのままに見るのではない。というの
も学校経営学における実証研究は、校長のリーダーシップのあり方とかモラールの高揚、あるい
は、教師の本務や会議の手続き、経営参加の実際といった極めて明快な課題を対象としている点
に特徴があるからである。しかしながらそれは、 トータノレな現実の、関心のある側面を断片的に
切りとっていたり、現実のフォーマノレな部分をとりあげて分析しているにすぎ、ない。問題はこれ
が果たして、現実を客観的に認識していることになるのだろうかということである。;d意的な現
実、あるいは現実の撞めてフォーマノレな側面が認識されているにすぎないように思えるのだが。
このような疑問が浮かぶのも、ここで客観的に認識されたはずの現実が、教育社会学での知見
とかなり異なってくるからである。
教育社会学では、学校内部や教員に関する実証研究が行われるほど、教員集団の合意形成やそ
の前提となるコミュニケーションが必ずしも合理的に行われているわけではないという事実が明
らかになってきている。例えば、教師は自律した職業人のようにとらえられ「主体的にJ判断し、
戦略的に行動すると考えられがちであるが、わが国の場合、慣習的なノレーティン化した行動が彼
らの日常を支配しており(島原・酒井1991)、教師個々人が現実に意思決定を迫られる場面は学
校の中では殆どないという知見が得られている。また、日常的には、逐一フォーマルに議論をす
るというよりも、以心伝心のコミュニケーションパターンが支配的であるというような状況が、
明らかにされている。
さらに、学校経営学では恐らく到達目標とされている集団の合意形成の問題についても、教育
社会学の知見は必ずしも肯定的なものではない。集団で「足並みを揃えるj ことが最優先される
なかで、「出る杭は打t.これjたり、「長いものに巻かれるj ことが一般的になっているとしづ実態
が示されているからである(泊布1990)。すなわち合意形成の過程は、考えられているような望ま
しいものとは限らず、突出するもの、異質なものを排除しようとする傾向があり、個人の教師の
?
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行動を抑圧することに一役かっているのである。
すなわちこうした知見から了解できることは、学校の現場が、理性や合理的な人間関係に支え
られているのではないということであり、未だに、考えられている以上に、慣習や非合理的なも
のに支配されているということである。
したがって、断片的に切り取られた現実や学校内部のフォーマノレな側面をどれだけ明らかにし
ても、学校の内部過程をトータルにとらえることはできないという結論になる。
学校経営学では、実態を客観的に認識することをその基盤とすると言いながら、限定された領
域をきわめて操作的に取り扱っており、理解も表面的にすぎないという印象をぬぐえない。
しかし、学校経営学が当為論ではなく現実の認識の上に出発する科学であるならば、こうした
現実認識のありかたについて検討する必要があるのではないだろうか。
2.学校経営学の実践的性格について
ところでこのことは、学校経営学が実践的性格を有しているということと無関係ではないだろ
う。学校経営学が実践的性格をもっというのは、教育政策や教育行政の課題に対応する形におい
て対象を設定してきたということ、また処方築を明かにすることが期待されているということ、
この意味においてである。「当為論J~こも「実態、の解明の傾斜J のいずれにも批判的で「ありう
るJ経営の機能の解明を志向するとし寸立場をとるというのは、学校経営学のこうした性格を顕
著に示すものである。
このような理解に立てば、前述したような、現実を認識する際に対象の範囲が限定されること、
「理念をひきずった現実認識Jがおこることもうなずける。明らかにしたし、部分が特定されるの
も、実践的性格を持てばこそ、である。
ところで、ここではこうした実践的性格が学校経営「学jにとって問題かどうかということは、
敢えて関わない。そうしづ実践的性格をもっということを前提の上で、次のような問題を提起し
ナこし、。
現在の学校経営学では、暗黙のうちに、民主的なリーダーシップをとる校長のもとで、教師
倍々人が相互に意見交換をしあい、主体的に意思決定をして、共通の認識を高め、合意を形成し
ていくというような「民主的な合意形成過程jが学校経営上望ましいものであるとし寸前提が存
在しているように思われる。
もちろんこの「前提Jは、それを提起したときには、時代的にみてそれなりの意味があったと
いえる。学校が国家による管理から解放されることにより、新たに、個別学校ごとに経営(ある
いは運営〉としづ課題が登場した。しかし、当時の現実の学校は未だ経験と勘に支配されており、
そうした状況をふまえて、民主的・合理的な学校経営が目指され、学校経営学は、そうした実践
の理論的根拠を明らかにするために登場した。したがって、この時代に民主的・合理的学校経営
???
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を阻害する諸要因の解明が自指されても不思議ではない。
しかし問題は、こうした時代背景から導かれた「前提jが、今の時代にも有効であるかどうか
ということである。提起したい問題とはこのことである。先に結論めいたことをいえば、学校経
営学の根幹をゆるがしかねない客観的情勢の変化のなかで、前提にこだわりつづけるだけでいい
のだろうかという疑問をもっ。
一つの例を出そう。学校といえども、社会からきり離された「社会的真空Jの中に存在するわ
けではない。多少のタイムラグはあるにせよ、当然のことながら社会の様々な変動の影響を、学
校や教師も受けることになる。 1960年代後半から70年前半にかけて、わが国の経済・社会状況は
大きく変わり、 80年代以降の日本はすでにそれ以前の自本とは根本的に異なるとしづ指摘がある
(塚本1993)。豊かな消費社会が、文化ばかりか人間の有り様を変えたというのがそれであり、社
会的には[新人類問題jがクローズアップされ、学校では生徒指導の困難さが指摘された。
筆者は、こうした社会変動を privatizationとしづ概念を用いて考察したが、社会状況の変化は
教師にも甚大な影響を与えている。 privatizationの影響を受けて、昔ながらの教師役割や教職観
にとらわれない、いわば「新人類j教師が出現してきた。彼らにとっては、職員会議や学年会は
「ひとごとJであり、そこで意見を述べることはない。それは、議題に賛成だからでも、「出る杭
は打たれるj と脅えているからもなく、単にそれが自分にとって関心がなく、面白くないからと
しづ理由でである。彼らは、「仕事は仕事余暇は余暇Jとわりきり、社会への貢献価値よりも自ら
の充足価値を重視し、自分に関連のあることだけにしか興味を示さない。また、集団帰属意識は
低くて、組織や集団に深くコミットすることがない〈泊布1991，1992)0 30年前には、学校経営の
担い手として注目を集めた教師存在が、今や大きく変わろうとしているのである。
また、こうした教師の増加は、学校内の意思決定過程などにも多大な影響を及ぼす。職員会議
の「伝達機関化J~こ例をとることができるように、これは、 30年前の学校経営の主体と考えられ
た教師の姿から大きく逸脱し、教師がシステム末端従事者としての役割を強めているということ
を意味するばかりではない。個々の教師の意思決定の回避は、徐々に管理の浸透に好都合な条件
を提供している。学校ごとの主体的な「経営jの重要性を認識するところから、学校経営および
学校経営学が成立したと考えれば、その基盤となる実態そのものが実質的に変化を遂げようとし
ているともいえるかもしれない。
どこで自にしたか記2憶にないのだが、変わる現実についていけない実態を評して、「教育学者
が見ている子どもは現代の子どもではなくベスタロッチが語った子どもであり、ルソーが示した
子どもであるJという指摘がある。ある時点のある分析が、的確に問題状況をとらえ、それが共
有される財産になることはのぞましいが、それがドグマ化されるということとは別問題である。
民主的学校経営とそのための理論形成という課題が存在しないわけではないが、よりマクロな
状況に全てが飲み込まれようとしている現在、こうした「前提Jを後生大事十こすることでいいの
だろうか。
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3.学校経営学の理論と方法について問題
本節では、教育社会学でもよく議論にのぼる問題を二点述べておこう。
第一は、学校経営学の基盤となる方法についてである。理論化をはかる前提としての、現状認
識の方法について、どのようなものがあり、どのようなものが有効なのか、方法論の確立が必要
なのではないだろうか。
特集号では、近年、アンケート調査など実証的な研究が見られることの指摘があったので、こ
の点についても触れておきたい。
教育社会学では、学校を対象としたアンケート調査研究では、建前が出てくるのみで、本音の
部分が欠落してしまうということが以前から指摘されている。アンケート調査の場合、よほど精
練されたものでない場合には、予測された答え、すなわち建前しか返ってこないという問題につ
いて留意すべきであろう。特に、前述したように学校の内部過程は非合理的なものが支配的であ
ることから、そうした現実を認識する方法としてはアンケート調査に依存するばかりでは十分で
はないように思われる。その他の様々な方法が考えられ、試みられねばならない。
教育社会学では、近年、エスノグラフィー(民俗誌的調査〉の方法が紹介され、まだ蓄積はさ
ほど多くはないものの、現実をトータノレ(，こ捉える方法として注目されている。学校経営において
も、現実認識の方法の検討と、それを用いた実証研究の蓄積が危急の課題といえよう。
第二に、現実を客観的に認識しそれを理論化しようとする際の疑問点を述べておこう。結論を
先取りしていえば、それは、借りものの理論が持ち出されることについての疑問である。
これまで、学校経営学の理論形成は、人間関係論やバーナードの経営理論、マーチやサイモン
の組織理論に依拠して目指されてきたとしづ。しかしながらそうした欧米の経営理論、組織理論
が果たしてわが国の「学校経営j理論あるいは[学校組織J理論として成り立ちうるのだろうか。
というのは、西欧の組織論や経営理論は、個人主義と近代合理主義にもとづいており、前述した
ようなわが留の現状に合わないのではないかと思えるのである。
こうした疑問は、筆者が、教師集団や学校組織の現実を明らかにする中でも生じている。例え
ば、社会学では集団を基礎的集団〈ゲマインシャフト〉と機能的集団(ゲ、ゼノレシャフト〉の二つ
の集毘類型が示されており、家族は前者の、企業や学校は後者の典型とされているのが一般的で
ある。しかしながらわが霞ではその人間関係的特徴から、純粋なゲゼ、ルシャフトは存在せず、機
能集団であっても一端形成されるや擬似ゲマインシャフトと化すとしづ特徴があることが示され
ている。教員集団や学校にみられる非合理性は、まさしくこの擬似ゲマインシャフトを示してい
るのである。とすれば、西欧の組織論や集団論がわが国とは構成原理を別にしていることは繰り
返すまでもない。
教育社会学では近年「自前の理論を目指すj ことの重要性が確認された。欧米産の理論は、特
??
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定の社会構造を反映し、文化的制約を受けており、それらの違いを無視してわが国に適用するの
は疑問であることが再確認されたからである。一般にわが国では、欧米の学説研究を理論研究と
考える長い伝統があるが、それにとらわれている限りオリジナノレな理論は生まれない。
集団や組織の日本的特質を十分に考慮、し、事例研究をつみあげるとしづ地道な研究が必要とい
うことになるのだろうが、これは教育社会学ばかりでなく、同様の問題を学校経営学も有してい
るといえるのではないだろうか。
結語にかえて
以上を振り返ってみると、筆者が述べたかったのはつまるところ、現実の把握の仕方、客観的
認識をめぐる問題であったということに気づく。
ところで、「教育学の科学性Jという興味深い論文には、耳のいたいことが指摘されていた。そ
れによれば、いかなる科学も、その対象とする現象をよく「見るj ことからはじまっているはず
なのに、教育学の場合、その出発点から考えるべきではないかというのである〈河合、 1992)。そ
こでは「教育学jが、「教育学学Jになりかねないことが危慎されている。また、別領域の社会科
学を専攻している口の悪い知人からは、「教育学はお説教にすぎなし、Jと辛らつに言われたこと
もある。
本稿は、筆者なりの学校経営学への疑問の提示であったが、突を言えばこれはまた、このよう
な批判を真撃に受け止めたし、という私自身の課題でもあるのである。
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